利用上の注意

1. 調査の目的

商業統計調査は、我が国の商業の実態を明らかにすることを目的としている。

2. 調査の根拠

統計法（平成19年法律第53号）に基づく「基幹統計調査」であり、商業統計調査規則（昭和27年通商産業省令第60号）によって実施している。
3. 調査の期日
平成26年7月1日。

商業統計調査は周期調査であるが、平成9年以降の調査から5年ごとに実施し、その中間年（調査の2年後）に簡易な調査を実施している。また、経済センサスの創設に伴い、商業統計調査は経済センサス‐活動調査実施年の2年後に実施することとなり、今回は総務省所管の経済センサス‐基礎調査との同時調査（一体的）により実施した。
なお、平成26年調査は、日本標準産業分類の第12回改定及び調査設計の大幅変更を行ったことに伴い、前回実施の平成19年調査までとの比較は行っていない。
4. 調査の範囲

　日本標準産業分類（平成25年総務省告示第405号）に掲げる「大分類I－卸売業・小売業」に属する事業所（警戒区域等をその区域に含む調査区分にある事業所（商業統計調査規則第4条参照）を除く）を対象とした。

  調査は民営の事業所を対象とした。例えば、商業以外の会社、官公庁、学校、工場などの構内にある別経営の事業所（売店等）、また、店舗を有しないで商品を販売する訪問販売、通信・カタログ・インターネット販売などの事業所も調査の対象とした。
　なお、調査期日に休業若しくは清算中、季節営業であっても専従者がいる事業所は対象とした。
5. 調査の方法及び経路　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1 報告者（事業所）が自ら調査員によって配布された調査票に記入（自計方式）し、調査員が回収する又はオンライン提出による調査員調査方式

商業調査指導員
経済産業大臣――――都道府県知事――――市区町村長――――商業調査員――――報告者（事業所）
2 商業事業所の本社・支店等が傘下の商業事業所の調査票を事業所ごとに作成し、一括して経済産業省へ郵送又はオンラインにより提出する本社等一括調査方式
経済産業大臣――――対象企業

6. 集計及び利用上の注意

1 本報告書は、産業大分類「I－卸売業、小売業」に格付けられた事業所のうち、以下の全てに該当する事業所（集計対象（有効回答）事業所）について経済産業省が集計したデータをもとに八尾市が作成した。
・管理、補助的経済活動のみを行う事業所ではないこと。

・産業細分類の格付に必要な事項の数値が得られた事業所であること。

2 構成比は端数を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合がある。

3 この統計表中「－」は該当数値なし、「0.0」は端数四捨五入のため単位未満、「－（数値の前にあるもの）」はマイナスの数値、「x」は集計対象となる事業所が1又は2であるため、集計結果をそのまま公表すると個々の報告者の秘密が漏れる恐れがある場合に該当数値を秘匿した箇所である。また、集計対象が3以上の事業所であっても、集計対象が1又は2の事業所の数値が合計との差引きで判明する箇所は、併せて「x」とした。
